An Econometric Model Divided by Social Classes of the Japanese Economy by 小川, 雅弘
Title日本経済の社会階層別計量モデルの作成
Author(s)小川, 雅弘










病院組織と医療費…...........…..........・・・・・西 村 周 = 
設備投資決定のプロセスと基準 (2) ・・・・・・・・浅 沼 高 呈
ナチ・レジ ム初期の雇用創出政策(上)・H ・M ・-・後藤俊 明
カナダにおける小麦生産調整と
































ム，森義隆他， I近代経済学入門J1981年I p.252は， 1 消費者の階層区分"， 2.独占企業と中
小企業の区分， 3 独占価格形成メカ ι ズム田解明， 4 賃金決定にお竹る春闘など部資関係の表
示，をあげ，木下滋?経済数字， I経済J1982年5月号は，1.企業規制の効果の明示， 2，企業
と消費者などの階層区分， 3 国民の運動が経済に与える影響の反映，をあげている。 なお， 我
の々試みは，これらの提起以前の198C年末に始めbれたものである。
2) 代表的なものは，大橋隆窟編「日本の階級構成J1971年』統計指標研究会「統計日本経涜分
祈lよー 下， 1977年 1978年，であるn








































































































































































































(2) Ih=7412.4+0.08741Yd四'jPcx 100+0.1834Y dcjPc x 100 
(5.6) (4.0) 
-9916.7 (PihjP) -1 
(3.3) 
1967-79 R'=0.982 DW=2.01 
設備投資




x D7579} -139.50(1-Pif) + 265.71D7579十1018.3D70
(1.0) (:1日) (3.2) 
1967-79 R'=O目938 D耳T=2.01
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( 4) 1了's=745.4+0.24日7(JJfs十Deps十Divs-Tfs+ Fls)/Pifx 100+0.10l3Ds 
(4.7) 胸 (6.8)
1965-79 R'=0.884 DW=2.43 
( 5) 1fo= -3896.4+0田23671f_1-1十5731.6i5o
(5.3) (2目4)
1966-79 R'=O.696 D再T=2.90
( 6) 1fia士一3451.0+0.4557(llia+Depia-Thia)/Pifx 100 
(16.1) 
1965-79 R'=0.949 DW=1.40 






1965-79 R'=0.984 DW=1.98 
輸出
(9) E= -8263.8十190.61Wt十0.00044709R叫 exP叩'/Pe -3447.4D73 
(11.2) (1.5) (3.1) 
1965-79 R'=0.984 DW=l.72 
在庫変動
(10) Jb=4784.7 -0.8132Db+0.680IDb_， +2879.7D7374 




(4.2) (1.7) (4.3) 
1966-79 頁'=0.623 DW=1.71 
(12) Jo=ー 726.2-19543.080/ Do-0.2819Do -532泊.7D7375
(4.8) (3.5) (3.4) 
1965-79 R2=0.672 D耳T=2.06





(15) D=C+1h+1I+Cgn/Pcg x 100十19n/Pigx 100+E+Ee-M-Mm 
(16) Db=3087.4+0.141邑lC十O.037Z62Cgn/Pcg x 100十0.184081gη/Pig
x 100十0.19061(1/ +1h) +O.26496E-O.22933M + 2595.6D7172 
十4503.0D78
(17) Ds = -10935.6十0.46667C-I-O.002087Cgn/Pcgx 100+0.572571gn/Pig 
x 100+0.51933(I1+1h) +0.47729E-0.48098M 
(18) Diaニ 14475.0+0.11312C+0.016242Cgn/Pig x 1 00 + 0.0854951gn/ Pig 






(23) Yia/Kia= -0.0740S+ 1.0194{Diα/Kia十(Dia/Kia)_，}/2 
(30.2) 
1966-79 R'=0.986 DW=1.36 
(24) Yi= Yia-Ya.n/P 




(5.5) (5.5) (11.0) 
1966-79 R'=0.948 DW=O.28 
(27) M即s=宮436.7+0.1770Ys
(17.5) 
1965-79 R'=O.956 DW=2.5"6 
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(28) Nwo=10044.7+0.05192Yo-0.1444Ko 
(0.6弘 (2.2)
1965-79 R' =0.624 DW =1.97 







(33) Tlや=14230.6 + 538.3E.長r+O.4628N15
(2.8) (30.2) 
1965-79 R'=0.930 DW=2.26 
有効求人倍率
(34) E.kr=ー 0.7571+7.00711/ K +0.2133D721732 
(17.1) (6.9) 
1965-97 友'=0目975 DW=2.71 
失業者数
(35) U=耳予 N 
!l4 分配・再分配
名目賃金率
(36) ln Wb= -3.243+0.6043InPc十0.6019In(Yb/Nwb)+0.4611InWb_， 
(1.8) (3.5) (2.0) 
1966-79 R'=0.995 D耳'=0.713
(37) ln Ws= -4.144+0.7953InPc+0.8255In(Ys/N聞の+0.2134lnWs_， 
(5.2) (9.9) (2.0) 
1966-79 R'=0.999 DW=1.23 
(38) Wcb=0.9424+1.300Wb+0.1630YbjN，め
(14.8) (1.5) 
1965-79 R'ニ0.990 DW =1.98 
日本経済の社会階層別計量モデルの作成
(39) Wcs~ -0.002723+1.l005Ws+0.1562Ys/Nws 
(22白) (2.7) 
1965-79 R'=0.997 DW~2.16 
(40) Wo~ -1.800十0.01654Pc+0.410 Yo/ Nwo十0.4445Wo_，
(1.9) (5.9) (3.5) 
1966-79 R'=O.986 D再T~ 1.25
(41) ln刊号~-2.336+0.4838InPc+O.8738In{Yi/(Ni+N却の}
(2.2) (5.0) 
1966-79 R2~0.987 DW~ 1.89 
(42) Wニ Wn四ρV加
雇用者所得
(43) Wnwb= Wb xN，ιb 
(44) Wη即s=Ws x.M叩S
(45) Wncb= WcbxNcb 












(3.9) . (4.7) 
1966-79 R2=O.982 DW=1.79 
(52) Divo=17.4+0.01528Yo x P/100+0.7856Divo_， 
(1.5) (3.2) 
1966-79 R'=0.958 DW=2.64 
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(53) D叩 h=22.5+0.5565(Divb +Divs + Divo) 
(69.C申
1965-79 R'ニ 0.997 DW=1.61 
利子所得
(54) [ηt=ー 1006.0+0.007839[xSsh-1649.9D79 
(64.4) (6.6) 
1965-79 R'=0.997 DW=1.91 
利潤
(55) llfb= Yb x P/100-Depbー 耳切wb-Wncb-Divb-Ocb 
(56) llfs=YsxP/100-Deps-Wnws-Wncs-Divs-Ocs 
(57) llfo= Y x P /100ー Dep-Ti+Sub-Nt-Wnw-Eewnw-Qc-Rent 
-Int-D叩 h-llfb-llfs-llia
(58) llia=YiaxP/100 -Dcpia Wn凶
(59) Bsia_ー 1308.0十1.303811ia
(71.4) 
1965-79 R'=0.997 DW=1.21 
可処分所得
(60) Yd=耳切四十Eewn四+Bs叫 +D叩 h+Rent十Int+TTinh-Cd-Th
-Trexh-Acex十Acin
(61) Yd:四 =Wn田 +E包由n即日'ncb-Wncs-Cd+Trinh-(Th+Trexh 
+Acex-Acin) x (Wn即十Eewn四十Bsia 耳切cb





(64) Ks xPif/100=KL， xPif_，/100+IfL， xPif_，/100-DePL， 
(65) KoxPif/lOO=KfL， xPif_，/lOO十1fo_，x Pif_，/100-Depo_， 
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(66) Kia二 Kia_1十王fia_1ー (Dφia/Pif x 100)_， 
(67) KxPif/100=K_，xPif_d100十If_，x Pif_d100-(Depb+Deps 
十Depo)_， 
資本減耗
(68) 工>epb= 371.6 +0.1169Kb x Pifj100 
(31.1) 
1965-79 R'=0.986 DW=0.67 
(69) Deps=325.9+0.1638Ks x.Pifj100 
(30.3) 
1965-79 R"ニ 0.985 DW=1.94 
(70) Depo= 364.5十0.08080Kox Pif/100 
(10.8) 
1965-79 R2=0.892 DW=1.10 
(71)ηlePiaj Pif x 100=648.2 +0.08589K，日
(15.1) 
1965-79 R'=0.942 DW=O.51 
(72) Dephj Pih x 100 =524.2 + 0.04638Kh 
(34.0) 




(75) Ss =S，- +J，- 
(76) So=So_，+Jo_， 
(77) Sia=Sia_1 -1Jia_l 
(78) S=S_， +.7_，
家計金融資産




128 (380) 第 130巻第5・6号
+0.3094{(D/(Q +8) }_，-0.06331D79 
(2.7) 勘 (6.0)
1967-79 R'二 0.963 DW~2.41 
(81) 昨~ -0.2246+ 1.1518命+0.03198i)
(14.7) (0.8) 
1966-79 R'~0.952 DW~0.91 
(82) P!hニ 0.4829+1.21281守+0.2636Ih+0.07418D79 
(7.6) (2.5) (2.5) 
1966-79 R2~0.826 DW~2.05 
(83) 良二一0.8708+ 1.6757.均十0.0l856D!S + 0.1532D79 
く11.2) (2.2) (5.7) 
1966-79 R2~0.915 DW~ 1.78 
(84) InPa~0.4206十 1.1446InPd-0.1754InRmfr
(26.7) (2.4) 
1965-79 R2ニ 0.995 DW~ 1.96 
(85) Pc~ -52.8十1.09Pd+32.55e十日037.4Ti/YxP
(56.4) (1.6) (1.0) 




(87) Pig~ -15.2+1.13Pif 
(72.0) 
1965-79 R2=O目997 D再'=2.63
(88) Pcg= -32.5+1.307P 
(80.4) 
1965-79 R2~O.999 DW=1.35 








(91) Sh= Yd-(C-Cnp) xPcjl00 
生産能力
(92) InQ = 1.3306+ 0.74921nK +0.25078InN 
第1表変数表










































































































































































































































戸よ¥司大企業|中小企業|個人企業 1その他企業|家計外消費 消 費
大企業 22，229.4 23，513.2 6，919.4 4，647.0 898.5 15，563.0 
中小企業 21，205.0 30，373.1 8，995.2 6，575.7 3，783.6 38，993.5 
個人企業 6，817.3 12，367.5 る，878.7 2，012.7 1，556.0 17，082.1 
そD他企業 5，319.3 8，455.3 え770，回目 4，349.7 464.3 13，803.1 
付加価値 32，856.3 61，910.4 27，114.3 32，984.3 













11) 消費支出の説明変数に，階層別'J所得を用いた聞として.J. Tinbergen， Bus叩 esCydes in 
The United States of America 1919-1936， 1939， p.37，で 1919-1936年の合衆国昭資料を
用いて，
住宅購入を除く消費~1.00 (賃金+給与〉十0.78農家所得+0.36資本利得
と計測しており I L. R. Klein and A. S. Goldberger. An E叩 nQmet円cModel of Th沼 United
States 1929-1952，では.1929-41; 1946-50年の合衆国の資料を用いて.
消費支出:=:-34.5+0.62可処分給与所得+0.46非賃金非農家可処分所得+0.39農諌可処分所得
(7.7) (0.04) (0.03) (0.025) 
+0.23消費出主出 1+0.02引酉1).流動資産ー 汁0.36合衆国人口 ( )内は標準偏差
(0.0の (仰の (0.08) 
と計測している。しかし，このような特定化は，最近のマクロモデルではほとんど用いられてい
ない。














































|消 費l政府消費l政府投資l投 資l輸 出!輸 入
大 0.3490 0.0919 0.4540 0.4701 0.6535 -0.5656 
中小 0.6588 0.1300 0.8083 0.7755 0.6738 0.6790 
個人 0.2772 0.0398 0.2095 0.2287 0.1846 -0.2387 
そり他 0.2259 1.0860 0口812 0.0788 0.1067 -0.1153 
相異のため一致しないから，
C 1(lihp ulq Ds I I a宜 s" s" s" s" I I I Ig 
Cg=CgnjPcg x 100 































定義式， 63， 64， 65， 67式は名目値で表されている。
~6 デフレータ-
80式国内価格デフレーターの第2項費用要因中の，生産財卸売物価指数，名
目賃金率，投資デフレーターの各々にかかっている係数， 0.6， 0.2， 0.2は， 75 
年並業連関表から求めた，利潤を除く圏内粗生屋に占める，中間財，賃金，資
本減耗の比率の概数であれ費用要因中の比亘を示している。
~7 その他
当期以前の最高の生産量を近似的に当期の生産能力に対応するものとして，
生産能力の値とし，対数線型の関数型により，総就業者と資本ストッグを説明
変数として， 92式生産能力を求めた叩。
12) 経済審議会計量委員会，向上.19ベージ。
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.v むすびにかえて
本稿では，階層別そデノレ作成の試みに関L，その作成方法と方程式体系を示
した。企業と家計の階層分割という当初の目的に沿う計量モデノレを作成できた
と評価できょうが，モデノレ全体の評価のためには，最終テ月ト等各種のテλ ト
が必要であり，モデノレ作成の最終的な目標である政策シミュ v-vョンも必要
Eある。したがっτ，この試み全体の総括は，階層別そデノレりテストとシミュ
レーションを扱う次稿に譲りたい。
(1982年7月RO日脱稿〕
(付記〕本稿。作成に際L.野沢E徳〈京都大学)，泉弘志(大阪経済大学)，木下滋
(岐阜経済大学〕の各先生に指噂をいただき，計算機利用の便宜を図っていただきまし
7くこ。
この暗層別モデルの作成は，大西広氏(京都大学院生〉と筆者が共同で行なったもの
であるが，本稿に関しては，筆者自責任により執筆したものである。
資料の管理と方程式の推定のため，大阪大学大型計算機センターを利用し， γプリケ
ーンヨン FORESを用いた。
